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商業登記電子証明書に「リモート署名方式」導入　商業登記電子証明書は、会社の代表者であることを証
明するための電子証明書です。今年7月、新しい利用方法として「リモート署名方式」が始まりました。これ
までの形式よりセキュリティが向上するとともに、スマートフォンのGビズIDアプリを用いてオンラインで電
子署名を付与できます。
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◆  11 月 の 税 務 と 労 務 （霜月）NOVEMBER

3日・文化の日　23日・勤労感謝の日　
11月

国　税 10月分源泉所得税の納付� 11月10日
国　税 所得税予定納税額の減額承認申請� 11月16日
国　税 所得税予定納税額第2期分の納付� 11月30日
国　税 9月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）�
� 11月30日
国　税� 12月、3月、6月決算法人の消費税等の中間申告�

（年3回の場合）� 11月30日
国　税 3月決算法人の中間申告� 11月30日
国　税 個人事業者の消費税等の中間申告（年3回の場合）�
� 11月30日
地方税 個人事業税第2期分の納付� �
� 都道府県の条例で定める日
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2─ 11月号

基礎控除などの引上げ

⑴　基礎控除
　所得税額の計算をする際に、総所得金額などから差

し引くことができる控除の1つに基礎控除があります。

基礎控除は、納税者本人の合計所得金額に応じて決め

られています。

　基礎控除については、令和7年度税制改正でも引き

上げられましたが、令和8年度税制改正でさらに引き

上げられることになりました（図表１参照）。
⑵　給与所得控除の最低保障額の引上げ
　給与所得の金額は、源泉徴収される前の給与等の収

入金額から給与所得控除額を差し引いて算出します。

　こちらも令和7年度税制改正に引き続き、令和8年

度税制改正で給与所得控除の最低保障額がさらに引き

上げられ、令和8年分と9年分については、最低保障

額が74万円になりました（図表２参照）。
⑶　扶養親族等の所得要件の改正
　基礎控除額の引上げに伴い、扶養控除等の対象とな

る扶養親族等の所得要件が改正されました（図表３参
照）。また、給与所得控除の最低保障額の引上げに伴い、
家内労働者等の事業所得等の所得計算の特例につい

て、必要経費に算入する金額の最低保障額が65万円

から69万円に引き上げられました。

　給与所得控除の最低保障額の引上げと扶養親族等の

所得要件の改正により、親族等の合計所得金額に応じ

た配偶者特別控除額と特定親族特別控除額は、図表４
のようになりました。

⑷　適用開始日
　これらの改正は原則として令和8年12月1日に施行

されます。月々の源泉徴収事務は令和8年11月まで

は従来どおりで、令和8年12月の年末調整等で改正

を反映して精算します。

通勤手当の非課税限度額

　通勤のために自動車などの交通用具を使用している

給与所得者に支給する通勤手当の非課税限度額につい

て、通勤距離が片道65㎞以上の人の1か月当

たりの非課税限度額が引き上げられました。

　また、一定の要件を満たす駐車場等を利用

している人に支給する通勤手当については、

通勤距離が片道2㎞未満である人を除き、距

離に応じた非課税限度額と1か月当たりの駐

車場等の料金相当額（上限5,000円）との合計

額が、非課税になります。一定の要件を満た

す駐車場等とは、通勤のために使用する交通

用具の駐車のための施設のうち、通勤手当の

支払いを受ける人の勤務する場所の周辺また

はその人が通勤のために利用する交通機関の

駅などの施設の周辺にあるものをいいます。

　この改正は、令和8年4月1日以後に支払

われるべき通勤手当について適用されていま

す。ただし、同日前に支払われるべき通勤手

当の差額として追加支給するものは除きます。

～年末調整・確定申告で要確認～～年末調整・確定申告で要確認～

所得税改正のポイント所得税改正のポイント
　令和8年度税制改正では、所得税の基礎控除　令和8年度税制改正では、所得税の基礎控除
の引上げや給与所得控除の最低保障額の引上げの引上げや給与所得控除の最低保障額の引上げ
など、様々な改正が行われました。など、様々な改正が行われました。
　年末調整や確定申告の時期を迎えるにあたり、　年末調整や確定申告の時期を迎えるにあたり、
これらの改正のポイントを整理します。これらの改正のポイントを整理します。
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67 万円 62 万円

合計所得金額

図表１　基礎控除の引上げのイメージ（令和 8・9年分）

基
礎
控
除
額

132万円 336 万円 489 万円 655 万円 2,350 万円

図表２　給与所得控除の改正

給与等の収入金額
給与所得控除額

令和８・９年分 令和７年分
190万円以下 74万円 65万円

190万円超　220万円以下 74万円 収入金額×30％＋８万円
220万円超　360万円以下 収入金額×30％＋	 ８万円
360万円超　660万円以下 収入金額×20％＋	 44万円
660万円超　850万円以下 収入金額×10％＋110万円
850万円超 195万円（上限）



11 月号─3

食事の現物支給

　役員や使用人が使用者から食事の現物支給を受ける

場合、従来は、①その役員や使用人から実際に徴収し

ている対価の額が、その食事の価額の50％相当額以

上であること、②その食事の価額から実際に徴収して

いる対価の額を控除した残額が月額3,500円以下であ

ること、の2つの要件を満たすときは、その役員や使

用人が食事の支給により受ける経済的利益はないもの

とされていました。

　この取扱いのうち①は従来どおりですが、②の非課

税限度額が月額3,500円から7,500円に引き上げられ

ました。

　また、使用者が深夜勤務に伴う夜食の現物支給に代

えて支給する金銭について、所得税が非課税とされる

1回の支給額が300円以下から650円以下に引き上げ

られました。

　これらは、令和8年4月1日以後に支給する食事等

について適用されています。

　11月以降はインフルエンザの流行に備え、早めに注
意喚起しましょう。
　厚生労働省によれば、インフルエンザは例年12月か
ら3月が流行シーズンです。職場では、手洗い、咳エ
チケット、換気、体調不良時の出勤抑制、発熱時の連
絡方法を周知し、欠勤・在宅勤務・休暇の扱いも確認
しておきましょう。
　特に、無理な出勤を求めず、体調不良を申し出やす

い雰囲気を上司が整えることが、職場内感染の拡大防
止につながります。
　一方、新型インフルエンザは季節性と異なり、国民
の多くが免疫を持たず、急速にまん延する恐れがあり
ます。発生時は多数の欠勤や事業継続への影響も想定
されます。
　通常の感染予防に加え、優先業務、代替要員、連絡
体制などを、「事業者・職場における新型インフルエン
ザ等対策ガイドライン」（内閣感染症危機管理統括庁）
も参考に点検しておきましょう。

11月の労務 ピックアップ 
� インフルエンザ対策

図表 4　改正後の配偶者特別控除額・特定親族特別控除額

配偶者又は特定親族の
合計所得金額

配偶者特別控除額
特定親族
特別控除額

所得者の合計所得金額

900 万円以下 900 万円超　
950 万円以下

950 万円超
1,000 万円以下

062 万円超　085 万円以下
38 万円 26 万円 13 万円

63 万円
085 万円超　090 万円以下 61 万円
090 万円超　095 万円以下 51 万円
095 万円超　100 万円以下 36 万円 24 万円 12 万円 41 万円
100 万円超　105 万円以下 31 万円 21 万円 11 万円 31 万円
105 万円超　110 万円以下 26 万円 18 万円 9万円 21 万円
110 万円超　115 万円以下 21 万円 14 万円 7万円 11 万円
115 万円超　120 万円以下 16 万円 11 万円 6万円 6万円
120 万円超　123 万円以下

11 万円 8万円 4万円
3万円

123 万円超　125 万円以下
125 万円超　130 万円以下 6万円 4万円 2万円
130 万円超　133 万円以下 3万円 2万円 1万円

図表3　扶養親族等の所得要件

扶養親族等の区分
所得要件注

改正後 改正前
・扶養親族
・同一生計配偶者
・ひとり親の生計を一にする子

62万円以下 58万円以下

・特定親族 62万円超　123万円以下 58万円超　123万円以下
・配偶者特別控除の対象となる
　配偶者 62万円超　133万円以下 58万円超　133万円以下

・勤労学生 89万円以下 85万円以下
注�　合計所得金額（ひとり親の生計を一にする子については総所得金額等の合計額）の要件をいいます。



ふるさと納税 ふるさと納税 
ワンストップ特例制度ワンストップ特例制度
　ふるさと納税は、自分の故郷や応援したい自
治体へ寄附を行い、寄附金控除によって所得税
や住民税が控除される制度です。控除を受ける
ためには確定申告が必要ですが、確定申告を行
う必要がない給与所得者などがふるさと納税を
行う場合、確定申告をしなくても控除を受けら
れる「ふるさと納税ワンストップ特例制度」が
あります。
　この特例は１月から 12 月までの間にふるさ
と納税の寄附先が５自治体以内の人が利用でき
る制度で、ふるさと納税を行う際に各寄附先に
特例の適用に関する申請書を提出する必要があ
ります。特例を適用すると所得税からの控除は
発生せず、ふるさと納税を行った翌年の６月以
降に支払う住民税の減額という形で控除が行わ
れます。

4─ 11月号

税務の豆知識  
年末調整で使用する控除証明書
　年末調整で生命保険料控除や地震保険料控除
などの適用を受ける場合には、保険会社などか
ら書面により交付を受けた控除証明書などを申
告書に添付等する必要があります。控除証明書
は、毎年10月中旬頃から11月上旬頃にかけて、
保険会社などから順次発送されます。
　現在は、保険会社が控除証明書を電子データ
で交付し、従業員は電子データの控除証明書を
勤務先に電子データのまま提出することができ
るようになりました。しかし、事業主側が電子
データを受け付けることができない場合などは、
国税庁が提供している「QRコード付証明書等作
成システム」を利用して、電子データを書面で
出力して提出を受けることもできます。
　QRコード付証明書等作成システムは、スマー
トフォンは推奨環境外ですので、推奨環境を確
認して利用してください。

法人版事業承継税制《特例措置》

　中小企業者の円滑な事業承継を支援するため、法人

の場合、非上場株式等に係る相続税や贈与税の納税が

猶予・免除される法人版事業承継税制があります。平

成30年度の税制改正で、事業承継税制が10年間限定

で大きく拡充されました。

　この改正で創設された法人版事業承継税制の「特例

措置」は、事前に特例承継計画を都道府県に提出する

必要があります。この特例承継計画を提出した事業者

で、平成30年1月1日から令和9年12月31日までに

贈与や相続により会社の株式等を取得した経営者が、

特例措置の対象になります。会社の株式等を承継した

後は、贈与税や相続税の申告期限の2か月前までに都

道府県に認定申請を行い、認定書の写しとともに贈与

税や相続税の申告書を提出します。

　税務申告後5年以内は、都道府県と税務署へ毎年報

告をし、6年目以後は税務署に3年に1度報告を行い

ます。

　特例措置のポイントは、対象株式数の上限を撤廃し、

猶予割合を100％に拡充することで、承継する株式等

に係る贈与税や相続税のすべてが納税猶予の対象とな

ったことや、親族外を含むすべての株主から代表者で

ある後継者（最大3人）への贈与や相続が対象となった

ことです。また、雇用要件も見直され、雇用維持がで

きなかった場合でも納税猶予が継続可能になりました。

さらに、将来、事業を売却や廃業する際に株価が下落

していた場合は、その株価を基に納税額を再計算し、

事業承継時の株価を基に計算された納税額との差額が

免除されます。

　特例承継計画の提出については、令和8年度の税制

改正で、令和9年9月30日まで（改正前：令和8年3

月31日まで）ｚ延長されました。ただし、特例措置の

適用期限は延長されていませんので、ご注意ください。


